
2-1-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員7.00人
（正規5.00人
嘱託職員2.00人）

51 134 ⑧ その他

・改正法及び市条例の施行に
向けて、他部局と連携して事
業者及び市民に周知し、実効
性ある対策とする。
・飲食店禁煙化補助金を活用
し、市内飲食店の禁煙化を推
進する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

受動喫煙の機会を有する人の
割合の減少につながる施策を
検討する。

ヒ
ト

職員13.49人
（正規6.49人、
非常勤7.00人）

71 2,038 ⑥ ＩＣＴ活用

ＩＣＴの活用により、接種履歴
の管理及び未接種者への勧
奨を行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

局・区の使命

　人生100年時代を迎える中、健康寿命の延伸に向けて、市民一人ひとりが自らの健康を意識し、積極的に健康の維持、増進に向けて行動していく環境を整えるとともに、高
齢者、障害者を含む全ての市民が、住み慣れた地域の中で、明るくいきがいを持って暮らせるよう、地域の中で誰もが役割を持ってお互いを支え合えるような地域共生社会を
構築していく。
　また、救急医療、感染症対策などの保健医療を取り巻く各種制度の充実と、高齢者人口の増加による介護需要を見据えた環境の整備を進めていく。

事業選択・重点化・見直しの考え方

　急速な高齢化などに伴い、今後も社会保障費が飛躍的に増加していくことが見込まれるため、引き続き、既存事業の見直しを行うほか、地域包括ケアシステムの構築・強化
や生活困窮者対策など、持続可能な制度への再構築に積極的に取り組む。
　また、受動喫煙防止や風しん対策など市民の健康づくりの推進に向けた取り組みを進めるとともに、高齢者の生きがいづくりと地域づくりの推進や介護基盤の整備に取り組
むほか、障害者への相談支援や地域生活支援の充実を図る。

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 健康づくりの推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額90百万円
（うち一般財源66.5百万円)
【主なもの】
動画放映広告料 4.9百万円
飲食店周知啓発委託料　12
百万円
飲食店禁煙化補助金　50百
万円

83
歳出決算額22百万円
（うち一般財源　12百万円）

・周知啓発は、健康増進法に基づき全市で実施
・禁煙化する飲食店に対する補助は、鳥取県が行っ
ている。また、東京都では、東京都の補助により設置
した分煙設備の撤去に対する補助を行っている。

1 受動喫煙対策

受動喫煙の機会を有する
人の割合を減少させる。

・改正法及び条例の周知
啓発
・禁煙化する飲食店に対
する改修費用等の補助

・受動喫煙の機会を有する人の
割合（H22→H28)
飲食店　34.5％→37.1％
職場：32.2％→29.0％
家庭：10.8％→7.2％
行政機関：2.6％→2.8％
医療機関1.8％→2.3％

【現状】
・飲食店や職場での受動喫煙
が多い傾向にある。
・平成３２年４月の改正健康増
進法の全部施行及び千葉市受
動喫煙の防止に関する条例に
より、飲食店等は原則屋内禁煙
となる。
・改正健康増進法の経過措置
により、条例による独自規制を
行っても、市内飲食店の約３
０％は喫煙可能なままとなり得
る。

【課題】
・改正健康増進法及び条例の
規制内容を事業者及び市民に
理解してもらう必要がある。
・市内飲食店の禁煙化を推進
する必要がある。

健康企画課
（健康支援課）

主要事務事業戦略シート

健康企画課
感染症対策課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,990百万円
（うち一般財源1,880百万円)
【主なもの】
接種委託料 830百万円
ワクチン調達委託料 810百
万円

1,967
歳出決算額2,269百万円
（うち一般財源2,269百万円)

予防接種法に基づき市町村で実施

2 予防接種

予防接種を実施し、市民
の発病またはその重症化
を防止し、伝染疾病の発
生及びまん延を予防す
る。

〔対象者〕
対象年齢の市民
〔提供内容〕
各種予防接種を、個別接
種・集団接種により実施

＜平成３０年度＞
Ａ類疾病に分類されるワクチン
接種者数
四混　　　　26,614人
二混　　　　　7,042人
ＢＣＧ　　　　 6,251人
ヒブ　　　　  26,343人
小肺　　　　 26,449人
ＭＲ（１期）   6,795人
ＭＲ（２期）　 7,481人
水痘          13,393人
日本脳炎（１期）　30,714人
日本脳炎（２期）　 8,636人
Ｂ型肝炎　 19,408人
ＨＰＶ　　　　 　 240人

＜平成３０年度＞
Ａ類疾病に分類されるワクチン
接種率
四混             99.9%
二混             82.6%
ＢＣＧ            95.3%
ヒブ　　　　 　100.4%
小肺　　　　　100.8%
ＭＲ（１期）     97.6%
ＭＲ（２期）     96.3%
水痘             93.6%
日本脳炎（１期）　136.3%
日本脳炎（２期）   103.7%
Ｂ型肝炎       98.7%
ＨＰＶ              1.9%

【課題】
二混の接種率が低い。

平成３１年度 

保健福祉局 

保健福祉局長 山元 隆司 
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ヒ
ト

職員13.90人
（正規8.00人、
非常勤5.90人）

77 1,912 ②課題抑制

受診者数の増に向けて、受診
状況の分析や未受診者の動
向を調査し、周知方法や再勧
奨対象者等について検討す
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑥ ＩＣＴ活用

受診者数の増に向けて、ICT
の活用を検討していく。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,847百万円
（うち一般財源1,787百万円)
【主なもの】
がん検診委託料1,637百万
円

1,835
歳出決算額1,629百万円
（うち一般財源1,571百万円)

②課題抑制
がん検診の精密検査受診率
向上のための検討を行う。

一部を除き、健康増進法に基づき全市町村で実施

３ がん検診等

がん等疾病を早期発見し
早期治療につなげること
で、市民の健康保持を図
る。

〔対象者〕
対象年齢で、受診を希望
する市民
〔提供内容〕
がん検診
健康診査
骨粗しょう症検診
歯周病検診
肝炎検診
胃がんリスク検査（ピロリ
菌検査）

・受診者数（H30年度）
　肺がん：     99,005人
　胃がん：      41,212人
　大腸がん ： 83,475人
　子宮がん：  29,920人
　乳がん：　   31,080人
　前立腺がん：8,226人
　口腔がん：　 　 653人
　健康診査：    　780人
　骨粗しょう： 10,237人
　歯周病：　   　4,650人
　肝炎：　　　   17,824人
　胃がんリスク検査
　　　（ピロリ菌検査）
　　　　　　　　  　3,406人

・精密検査受診率（H29年度）
　5大がん（肺・胃・大腸・子宮・
乳がん）　　73.0％

①受診者数はやや減少傾向で
あり、結果の分析や啓発等に
努めていく必要がある。なお、
がん検診は、保険者や事業主
が実施している場合が多く、受
診率の評価が難しいため、今後
は国保の被保険者数を母数に
した率での評価が追加されるこ
とになる。

②精密検査の受診率向上に努
めていく必要がある。
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2-1-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員7.35人
（正規5.75人、
非常勤1.6人）

51 136 ② 課題抑制

結核患者における80歳以上の
高齢者の占める割合が高い
ため、高齢者施設等のハイリ
スク施設での健康診断の実施
率を上げる。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働

市内で結核モデル病床及び
感染症病床を所有している医
療機関に対して患者の受け入
れを依頼する。また、呼吸器
内科を標榜している医療機関
に対して、千葉県と一緒にモ
デル病床の設置をお願いす
る。

ヒ
ト

職員16.6人
（正規9人、
非常勤7.6人）

52 1,232 ⑤ 連携・協働
関係機関や各区担当者と連
携を図り、スムーズに支給認
定事務や難病者支援を行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 健康づくりの推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額85百万円
（うち一般財源36百万円)
【主なもの】
医療費 50百万円

85
歳出決算額63百万円
（うち一般財源24百万円)

都道府県、政令市等で実施

４ 結核対策

結核を早期に発見し、発
生の予防とまん延の防止
に役立て、結核患者の治
療完遂を図る。

〔対象者〕
結核患者
結核の検診機会の乏しい
ハイリスク者
〔提供内容〕
DOTS(直接服薬確認療
法）事業
ハイリスク者の定期健康
診断
結核患者の医療費を市
が負担

平成30年度
管理健診　　　 365人
接触者健診　1,429人
ＤＯＴＳ　　　　　 266人

①主な支出である結核患者医
療費を減少させるために、無料
低額宿泊所入所者等のハイリ
スク者に対する健康診断が重
要だが、国の補助金の対象外
とされている。

②平成30年度より、市内で唯一
の結核病床をもつ千葉東病院
が結核患者の受け入れを休止
したことに伴う代替医療機関の
確保が喫緊の課題となってい
る。

健康企画課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,190百万円
（うち一般財源640百万円)
【主なもの】
医療費 1,140百万円

1,180
歳出決算額1,130百万円
（うち一般財580百万円）

都道府県・政令市等で実施

５ 指定難病

難病患者に対する良質か
つ適切な医療の確保及び
難病の患者の療養生活
の維持向上を図る。

【対象者】
指定難病にかかっている
と認められ認定を受けた
者。
【内容】
指定難病に係る医療費の
助成等を行う。 平成30年度

認定件数　6,270件

認定及び医療費の助成を行っ
ているが、難病法に基づき、患
者支援のネットワークの構築や
難病患者が地域で安心して療
養しながら暮らしを続けていくた
めの環境整備についての方針
が国から示されており、患者及
びその家族の支援体制を強化
するための方策が必要とされて
いる。

健康企画課
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2-1-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.05人
（正規1.05人）

8 652 ⑤ 連携・協働

引き続き、市医師会と連携を
図っていくとともに、協力医療
機関の確保先を広げるなどの
対応を図っていく。
また、増加していく救急需要に
対応するため、内科二次待機
病床数の拡充について、検討
していく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.20人
（正規0.20人） 1 270 ⑧ その他

保健医療事業団が策定した経
営改善計画では、新たな収益
事業の調査・研究や、補助金
依存率の逓減などについて定
められており、市としても計画
が着実に推進されるよう、必
要な助言や指導などを行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 医療体制の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

2 保健医療事業団運営補助

救急医療の提供などの事
業を継続して実施し、地
域医療の発展と地域住民
の健康増進に寄与する。

〔対象者〕
保健医療事業団
〔提供内容〕
事業団の運営に要する所
要の費用や、看護師養成
施設事業に従事する役職
員等の費用、健康づくり
推進事業などに要する費
用の10/10（収入を除く）

【実績】
補助対象事業
○看護師養成事業
　青葉看護専門学校を運営、
H30年度は卒業生43人中40人
が看護師国家試験に合格
○健康づくり推進事業（健康
フェアの開催）
　20団体参加、延4,957人入場
○救急医療知識の普及啓発
　啓発用パンフレットを2,000部
作成し、各区消防署が開催する
救急フェアや、総合保健医療セ
ンターで配布した。

【効果】
保健医療事業団は、看護師養
成事業を通じた市の医療体制
の基盤づくりのほか、市の救急
医療体制の確保など、公益的
な事業を実施しており、運営補
助金の交付により、こうした事
業の安定的な実施が可能と
なっている。

保健医療事業団は、市が委託
している休日救急診の運営や
二次救急にかかる待機医療機
関の確保、そして今後不足する
ことが見込まれている看護師の
養成等、公益性が非常に高い
事業に貢献していることから、
同団の経営の安定は本市に
とっても重要で必要性が高い。
看護師養成事業においては、
卒業生43人中40人が国家試験
に合格し、看護師として36人が
本市の医療機関に就職してい
ることから、看護師の市内供給
に大きく寄与している。H29年度
から定員を増加しており、本市
における看護師確保へさらなる
貢献が期待できる。

【課題】
保健医療事業団が策定した経
営改善計画で掲げた補助金依
存率の逓減については、計画
当初より改善が図られているも
のの、いまだ改善目標には至っ
ていない。

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額269百万円
（うち一般財源269百万円)

269
歳出決算額224百万円
（うち一般財源224百万円)

○救急診療所を運営する外郭団体は、５政令市

○看護師養成施設を運営する外郭団体は２政令市にあ
り、団体に運営補助金を交付している。

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額　644百万円
（うち一般財源　321百万
円）
【主なもの】
休日救急診療所運営委託
351百万円
救急医療確保対策事業委
託 293百万円

644
歳出決算額528百万円
（うち一般財源307百万円)

＜休日初期応急診療の実施体制＞
定点診療（直営・委託・指定管理含む）（９）：北九州、
さいたま、京都、大阪、熊本、仙台、新潟、岡山、福岡
医師会が設置し、補助（５）：　　横浜、川崎、相模原、
名古屋、神戸
在宅当番制（３）：札幌、静岡、浜松
市民病院が実施（２）：堺、広島

1
休日等救急医療体制の確
保

休日等に急な病気やケガ
をした時に、必要な医療
を受けることができるよう
にする。

〔対象者〕
夜間・休日に医療機関を
受診する市民
〔提供内容〕
休日救急診療所の運営
病院群輪番制による二次
救急医療の維持

【実績】
休日救急診療所受診者数：
18,114人（H30年度）
主な協力医療機関数
≪休日二次（待機含む）≫
　内科：19／小児科：3／外科：
10／整形外科：9／産婦人科：3
≪夜間二次（待機含む）≫
　内科：17／小児科：1／産科：3

【効果】
一般の医療機関が対応できな
い夜間・休日も医療を提供する
ことができており、安心な市民
生活を送る上で必要不可欠な
事業となっている。

一般の医療機関が開院してい
ない、休日や夜間における救急
医療体制の確保は、安全・安心
の観点から、必要不可欠な事
業であるため、体制を堅持しつ
つ、当該事業を継続していく。
平成30年度における休日救急
診療所の実績は、73日診療し、
18,114人もの患者が受診してい
る。また救急医療確保対策につ
いては、1年間をとおして切れ目
なく、二次救急にかかる待機医
療機関の確保を行い、市民の
健康と安全に大きく寄与した。

【課題】
≪短期≫
救急搬送件数が増加し続けて
おり、二次待機医療機関の拡
充が必要になってきている。
≪中長期≫
救急医療体制に参加する医師・
医療機関の確保が困難になっ
てきており、今後、現在の体制
について検討する必要がある。

健康企画課
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ヒ
ト

職員0.5人
（正規0.5人）

4 434 ① 調達改革

劣化度診断に基く改修工事の
実施に当たり、事業を継続し
ながら移転するために必要な
建物機能を整理し、移転先や
移転方法を検討するとともに、
三師会等関係団体との調整を
行う。

モ
ノ

総合保健医療センター 181
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額249百万円
（うち一般財源238百万円)
【主なもの】
施設管理委託料 249百円

249
歳出決算額250百万円
（うち一般財源240百万円)

○保健所及び環境保健研究所は全政令市で設置
○休日救急診療所は５市（仙台、さいたま、大阪、北
九州）で外郭団体が運営

3
総合保健医療センター管
理

施設利用者に、不具合な
く安全、快適に利用しても
らう。

〔対象者〕
　対象施設の利用者
〔提供内容〕
　保健所、休日救急診療
所、環境保健研究所等の
複合施設の管理運営
　三師会等関係団体の事
務局が入居

【実績】
総合保健医療センター
H5年3月8日開設
敷地面積 11,831㎡
延床面積 15,200㎡

【効果】
施設の適切な管理により、入居
する施設（保健所、環境保健研
究所、休日救急診療所など）の
業務が円滑に実施されている。

保健所、休日救急診療所、環
境保健研究所と複数の専門的
な機能を有する施設の維持管
理を一元管理する現体制は、
機械設備の点検業務や修理の
実施などを集中管理することが
できるなど、各行政サービスの
安定的な実施が確保できるだ
けでなく、費用面でも効率的な
運営を行うことができる。

【課題】
施設の老朽化に対応するた
め、平成32年度から大規模改
修工事を予定していたが、平成
30年度に実施した劣化度診断
によると、配管等の交換工事に
ついては、居ながら施工ができ
ないことが判明した。また、環境
保健研究所の検査機器は高額
であり、移動リスクも高いことか
ら、対応について検討が必要で
ある。

健康企画課
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2-1-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員31.10人
（正規27.10人、
非常勤4.00人）

219 240 ⑧ その他

・HACCPの法制化及び全ての
業種への導入義務化に伴う監
視指導体制の整備
・ＨＡＣＣＰを用いた衛生管理
手法の食品等事業者への周
知及び普及啓発の推進
・業務に従事する職員の専門
性に配慮した研修等を実施
し、育成を図るとともに、必要
な人員を確保する。
・イベントを主催する関係各課
と密に連携する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員19.00人
（正規19.00人）

157 160 ⑧ その他

・環境衛生関係の専門分野に
関連した研修等により、職員
の質の向上、育成を図る。
・違法民泊等への対応に努め
ていく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 食の安全と環境衛生の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3百万円
（うち一般財源3百万円)
【主なもの】
消耗品0.6百万円

3
歳出決算額3百万円
（うち一般財源3百万円）　環境衛生関係の各法令に基づき、全国の都道府

県・政令市等において実施

２ 環境衛生指導

　衛生的で快適な生活環
境を確保することにより、
市民が安心して生活でき
るようにする。

〔対象者〕
施設利用者や市民
〔提供内容〕
理容・美容・旅館業（特区
民泊を含む）等の環境衛
生関係営業施設の監視
指導、行政検査
新規確認・許可
違法な民泊等の無許可
営業者に対する指導
衛生害虫、飲料水、住居
衛生に関する市民相談

【実績】
新規確認・許可数：182件
監視件数：882件
衛生害虫相談：214件
飲料水相談：169件
住居衛生相談：15件
（H30年度）

【効果】
環境衛生指導等により、市民の
衛生的で快適な生活環境を確
保している。

【分析】
環境衛生指導事業の対象業種
は理美容所、クリーニング所、
興行場、旅館、公衆浴場、特定
建築物、水道、特区民泊等多
岐にわたる。また、デング熱・ジ
カ熱等の蚊媒介感染症発生時
の害虫対策、緊急時のスズメバ
チの巣の駆除など、事案発生
時には迅速な対応が必要であ
る。
 
【課題】
オリンピック・パラリンピックの
開催を来年に控えており、国内
外を問わず旅行者の増加が見
込まれることから、宿泊施設等
の衛生を確保するため、旅館業
関係施設に対する衛生指導を
強化する必要がある。
また、違法民泊や無許可営業
者への対応強化や、イベント民
泊等の実施機会の増加が見込
まれることから、関係各課との
緊密な連携が必要である。
専門分野に精通した業務に従
事する職員の質の向上、中長
期的な職員の育成を計画的に
行う必要がある。

生活衛生課
環境衛生課

１ 食品衛生指導

　食品衛生に関する各種
施策を実施し、市民の食
の安全を確保する。

〔対象者〕
食品関係事業者や市民
〔提供内容〕
食品営業許可
食品関係施設の監視指
導
食鳥検査
食の安全性確保に関する
情報の普及啓発

【実績】
営業許認可件数
新規1,905件、継続1,440件
食品監視施設数22,796件
食品の試験検査648検体
衛生講習会：91回
食鳥検査数：7,331千羽
（H30年度）

【効果】
食品衛生指導等により、市民の
食の安全を確保している。

【分析】
　限られた予算・人員の中で遂
行するために、重点的に監視指
導を行う施設等を食品衛生監
視指導計画で定めて、効率的
な監視指導に取り組む必要が
ある。

【課題】
・HACCP（国際的に推奨された
食品の衛生管理の手法）の法
制化に対応した監視指導体制
の整備並びに食品等事業者全
業種への普及啓発。
・営業許可、イベント監視、食鳥
検査等の業務が増加しており、
また、社会問題となるような食
品にまつわる事件が毎年のよう
に発生している中、確実に対応
しなければならない。
・オリンピック・パラリンピックの
開催を１年後に控え、イベント
が増加するだけでなく、訪日外
国人旅行者の増加も見込まれ
るため、関係各課との緊密な連
携が必要である。

生活衛生課
食品安全課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額25百万円
（うち一般財源25百万円)
【主なもの】
非常勤賃金 4百万円
【歳入予算額】
保健所手数料（食品・食肉）
77百万円

21
歳出決算額11百万円
（うち一般財源11百万円）　食品衛生法に基づき、全国の都道府県・政令市等

において実施

6 / 35 



ヒ
ト

職員35.40人
（正規33.20人、
非常勤2.20人）

268 380 ⑧ その他

・業務の特殊性に配慮した研
修、指導及びジョブローテー
ションにより、熟練した専門職
員と指導的立場となる中堅職
員の育成を継続する。
・新たな試験検査方法等に対
応するための調査研究を推進
する。

モ
ノ

病原体等検査及び化学分
析機器一式

12
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

・検査依頼元課等と調整して
委託化する。

３ 環境保健研究所運営

市民・行政部門の要望に
応じた柔軟な検査対応と
迅速な検査結果の提供
により、健康被害と環境
汚染等の原因を究明し、
安心・安全な市民生活の
確保に貢献する。

〔対象者〕
市民及び事務事業の所
管課

〔提供内容〕
国の検査機関等と連携
し、以下の検査結果を提
供
１　行政でしか実施できな
い感染症及び食中毒等
の健康危機管理に係る検
査
２　行政処分等に係る検
査
３　行政で実施すべき市
民需要の高い検査
４　大気・水質等の環境
汚染防止に必要な検査

【Ｈ３０年度　検査実績】
・細菌検査　　　 ：1,196件
　（腸管出血性大腸菌等）
・ウイルス検査　：2,132件
　（麻しん、風しん等）
・臨床検査　　　：8,264件
　（尿、ＨＩＶ抗体）
・理化学検査　　：1,355件
　（食品添加物、農薬等）
・大気検査　　　 ：　372件
・水質検査　　　 ：1,059件

【効果】
・感染症の健康危機管理、食中
毒等の行政処分及び大気・水
質等の環境汚染防止の施策の
推進に必要な検査結果を休日・
夜間にかかわらず迅速に提供
し、安心・安全な市民生活の確
保に貢献した。
・広域的な感染症・食中毒に対
応するため、速やかに、新たな
検査技術を導入し、腸管出血性
大腸菌Ｏ１５７の遺伝子検査体
制を整備して、市民の食の安全
確保に貢献した。

【状況】
・行政でしか実施できない健康
危機管理及び行政処分等に係
る検査、並びに行政で実施すべ
き市民需要の高い検査を確実
に実施し、その結果を迅速に提
供することが求められている。

【課題】
・試験検査及び調査研究は専
門性が高く、熟練し、さらに指導
的立場となるまでには、長期間
に渡る継続した実務経験が必
要である。
・指導的立場となる中堅職員の
育成を強化して進めている。

・研究所設置後２６年が経過し、
検査機器の老朽化に伴い、修
繕・保守点検等の維持管理費
が増加している。
・計画的に更新を進めている
が、老朽化した機器が多数存
在することから、迅速に更新す
る必要がある。

健康企画課
健康科学課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額104百万円
（うち一般財源79百万円)
【主なもの】
検査機器点検委託料
27百万円
備品購入費（残留農薬用ガ
スクロマトグラフ質量分析計
一式他）27百万円

100
歳出決算額93百万円
（うち一般財源81百万円）

⑧ その他

・検査機器を計画的に更新し
て効率的に事業を実施する。
・機器の集約等により維持管
理経費等の節減を図る。

全国の都道府県及び政令市に地方衛生研究所が設
置され、行政検査を実施している。

7 / 35 



2-2-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17.10人
（正規11.20人
　非常勤5.90人）

123 871 ⑧ その他
健康診査の流れについては、
引き続き検討。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑥ ＩＣＴ活用

必要かつ利用できるサービス
の周知

ヒ
ト

職員1.70人
（正規1.70人)

13 200 ⑧ その他

不育症・不妊症対策の充実強
化
　・啓発
　・相談体制、助成内容の充
実

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員3.05人
（正規1.90人、
非常勤1.15人）

22 242 ⑧ その他
医療機関と連携し、引き続き
事業を実施する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 子育て支援の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

現状分析 課題抽出 今後の方向性

1 妊婦・乳幼児健康診査

妊婦・乳幼児に対して必
要な健康診査・相談を行
うことにより、安心して子
育てできるようにする。

〔対象者〕
妊婦、対象月齢の児童
〔提供内容〕
妊婦健診　14回/人
乳児健診　2回/人
４か月児健診
１歳６か月児健診
３歳児健診

【実績】
受診者数（H30年度）
妊婦：延78,877件
乳児：延10,066件
4か月児：6,559件
1歳6か月児：6,809件
3歳児：7,283件

【効果】
妊婦・乳幼児健康診査は、妊婦
及び乳幼児の健康の保持及び
増進を図るために不可欠な事
業である。

受診率が90％以上の事業であ
り、疾病を早期発見し必要な治
療につなげることで、妊婦の健
康管理及び子どもの健全な成
長・発達に寄与している。
また、様々な専門職が、子育て
に係る不安等について相談に
応じることができている。
しかし、集団健康診査当日の流
れの中では、待ち時間が発生し
ている現状がある。
なお、未受診者についても別途
保健師や看護師が訪問等によ
り、適宜対応している。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額773百万円
（うち一般財源773百万円)
【主なもの】
妊婦健診委託料 675百万
円
乳児健診委託料 88百万円

748
歳出決算額764百万円
（うち一般財源764百万円）

母子保健法に基づき全市町村で実施

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

3
小児慢性特定疾病医療支
援

特定の疾病についての治
療研究を行うことにより、
医療の確立と普及が図ら
れ、適切な治療が継続的
に受けられるようにする。

〔対象者〕
厚生労働大臣が指定した
慢性疾病（小児完成特定
疾病）にかかっていること
により長期にわたり療養
を必要とする児童
〔提供内容〕
医療費を市が負担する。
小児慢性特定疾病治療
の研究を推進する。

小児慢性特定疾病医療支援事
業給付件数
    実　698件   延 10,204件
　　　　　　　（平成30年度）
【効果】
小児慢性特定疾病医療支援
は、対象児童が適切な治療を
継続的に受けるために必要不
可欠な事業である。

長期に治療を要する児童のい
る家庭にかかる医療費の経済
的負担を軽減することにより、
児童の保護者が安心して継続
的に治療を受けさせることがで
きる。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額227百万円
（うち一般財源110百万円)
【主なもの】
医療費 227百万円

220
歳出決算額226百万円
（うち一般財源118百万円）

児童福祉法に基づき、全市で実施

2 不妊対策

体外受精や顕微授精など
の特定の治療が経済的
に受けやすい環境を整
え、不妊・不育症などの
悩みの解消を図る。

〔対象者〕
子供がほしいと望んでいるにも
関わらず、子供に恵まれない
者
〔提供内容〕
特定不妊治療費助成
助成限度額：１５万円／回
初回助成額上限３０万円／回
更に男性不妊治療を伴う場合
上限額１５万円／回まで上乗
せ　その内初回のみ上限額３
０万円まで上乗せ
助成回数：初回助成時の妻年
齢が３９歳以下は通算６回、４
０～４２歳は通算３回、４３歳以
上は助成なし
不妊専門相談：月１回、予約制
医師、助産師との個別相談

【実績】
・特定不妊治療費助成事業
　助成件数（H30年度）
　実件460件　延件975件
・不妊専門相談センター
　面接相談（H30年度）　34人
　電話相談（H30年度）205人
・不妊・不育症及び妊孕性に関
する正しい知識の普及啓発
　リーフレットの配布
  （成人の集い等）
【効果】
・高額な不妊治療費の一部を助
成することで、経済的な負担を
軽減する。
・不妊や不育症に係る悩みは
多種多様であり、個別性が求め
られるため、個別相談の場は必
要である。
・不妊、不育症及び妊孕性（妊
娠しやすさ）について正しい知
識を普及啓発することで、早期
受診、早期治療及び予防につ
なげることは、不妊対策及び少
子化対策のうえで重要である。

制度改正により、男性不妊治療
への初回助成額の増額がされ
たが、特定不妊治療費は高額
であり、現行の制度では、その
費用の一部助成に過ぎない。
また、特定不妊治療に至るまで
の検査・治療をカバーできる助
成制度がないため、不妊治療を
実施する夫婦にとっては、経済
的な負担がまだまだ少なくない
というのが現状である。
他都市の状況を踏まえ、千葉
市でも独自事業の実施を検討
する必要がある。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額188百万円
（うち一般財源94百万円)
【主なもの】
医療費187百万円

187
歳出決算額161百万円
（うち一般財源80百万円）

政令市全てで実施
その内、市独自の助成を実施している自治体は、１１
市
（県内で独自の助成を実施している自治体は、５４市
町村中２４市町村）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平成３０年度】
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ヒ
ト

職員1.58人
（正規1.58人）

12 67 ⑧ その他
医療機関と連携し、引き続き
事業を実施する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額4 未熟児養育医療

生後速やかに適切な医
療を施し、健全に成長発
達ができるようにする。

〔対象者〕
出生体重2,000g以下や生
活力が特に薄弱と認めら
れる未熟児で、医師が入
院養育を必要であると認
めたもの
〔提供内容〕
未熟児に行った必要な治
療の費用を、保険診療の
範囲内で市が負担する。

給付実績　実　183件
　　　　　　　延　523件
　　　　　　（平成30年度）
【効果】
未熟児養育医療は、未熟児を
安心して育てるために必要不可
欠な事業である。

高度医療を要する乳児のいる
家庭にかかる医療費の経済的
負担を軽減することにより、乳
児の保護者が安心して継続的
に治療を受けさせることができ
る。
妊婦の高齢化等により、低出生
体重児の出生するリスクは高く
なることから、当該制度の利用
が認められ、給付件数は、昨年
度より増加している。
退院後も子育てに係る支援が
必要であり、医療機関とは、連
絡票を活用し、退院後の継続指
導につなげている。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額55百万円
（うち一般財源22百万円)
【主なもの】
医療費　55百万円

55
歳出決算額52百万円
（うち一般財源29百万円）

母子保健法に基づき全市で実施
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2-3-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17.15人
(正規3.15人、非常勤14.00
人)

65 245 ⑧ その他

生活困窮者は、複数の課題等
を抱え、複合的な支援を必要
とする等、縦割りで整備された
支援制度では対応に限界が
ある。このため、全庁横断的
な組織において包括的な支援
体制の構築に向けた協議を継
続することで、生活困窮者に
対する包括的な支援をより一
層推進していく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

本市における新規相談件数と
国の目安値（約1,900件／年）
との間に乖離があることを踏
まえ、生活困窮者が自ら相談
に訪れるのを待って支援を行
う「待ちの支援」から、自ら相
談に行けない、声をあげること
が出来ない者等、支援を必要
とする者に「支援を届ける」仕
組みをより一層進めていく。

施策 地域福祉の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

1 生活困窮者対策

生活困窮者自立支援法
に基づき、生活保護に至
る前の自立支援策の強
化を図り、生活困窮者の
自立に向けた支援を行
う。

〔対象者〕
生活保護に至る前の生活
困窮者（学習・生活支援
事業は生活保護受給者も
対象）

〔提供内容〕
・ 自立相談支援事業（市
内相談窓口3か所）
・ 住居確保給付金の支給
・ 就労準備支援事業
・ 家計改善支援事業
・ 学習・生活支援事業
・ 一時生活支援事業

※　法改正に伴い、平成
31年4月1日から、学習支
援事業の事業名称が学
習・生活支援事業に変更
となった。

・生活困窮者に対する包括的な
支援を行うための窓口として、
市内3か所に生活自立・仕事相
談センターを設置し、平成30年
度は1,716人の新規の相談に対
応した。

・平成30年度に支援効果の評
価を実施した560件のうち、244
件（44％）で就労開始等に繋
がったと評価された他、168件
（30％）で住まいの確保・安定に
繋がる等の変化が見られてお
り、各世帯における課題の解消
に繋がった。

≪千葉市生活自立・仕事相談
センター実績≫
【平成30年度実績】
・新規相談件数　  1,716件
・相談延べ件数　17,077件
・相談窓口　3か所

【平成29年度実績】
・新規相談件数　  1,191件
・相談延べ件数　  9,905件
・相談窓口　3か所

【平成28年度実績】
・新規相談件数　    945件
・相談延べ件数　  8,335件
・相談窓口　2か所

・生活困窮者は、複数の課題等
を同時に抱え複合的な支援を
必要とする等、縦割りで整備さ
れた支援制度では限界があ
る。平成29年6月に全庁横断的
組織を設置したことで連携体制
が構築されつつあるが、住宅、
こども、教育等との連携体制の
より一層の強化を進める必要
がある。

・平成30年度における新規相談
受付件数は、前年度に比べ500
件程度増え、年間約1,700件と
なったが、国が示す目安値（約
1,900件／年）とは乖離があり、
更に多くの潜在的な需要がある
と考えられる。平成30年10月に
「情報共有シート」の活用による
連携体制を開始したが、支援が
届き難い者に支援を届けるた
めの仕組み作りをより一層進め
る必要がある。

・実施体制について、単年度で
の契約となっており、継続的支
援の観点から課題が残る。ま
た、平成29年7月に相談窓口を
1か所増設した結果、相談数の
増加等の一定の効果があった
が、設置していない区が3区あ
り、増設による効果や影響、稼
働状況等を検証した上で、実施
体制を整備する必要がある。

保護課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額216百万円
（うち一般財源65百万円)

【主なもの】
自立相談支援委託料89百
万円
住居確保給付金46百万円
学習・生活支援事業26百万
円

180
歳出決算額170百万円
（うち一般財源47百万円）

⑧ その他

継続的支援の観点から複数
年契約について検討を進め
る。また、必要に応じて、相談
窓口増設による効果や影響、
稼働状況等を検証した上で、
実施体制の整備を進める。

必須事業（自立相談支援事業・住居確保給付金の
支給）は、全福祉事務所設置自治体で実施してい
る。
任意事業のうち就労準備支援事業は435自治体
（48％）、家計改善支援事業は403自治体（45％）、一
時生活支援事業は277自治体（31％）、学習・生活支
援事業は536自治体（59％）で実施している。

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性
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ヒ
ト

職員296.52人
（正規236.52人、
非常勤60.00人）

2,007 38,035 ③ 整理統合

非常勤職員等への業務分業
化を図り、正規職員が被保護
者への支援に注力できるよう
にする。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

　無料低額宿泊所について、
立入調査を実施するとともに、
条例で基準を定めることによ
り、施設運営等の適正化を図
る。
　また、課税調査や資産調査
を徹底するなど不正受給防止
策を強化する。

2 生活保護等

健康で文化的な最低限の
生活が送れるようにす
る。

〔対象者〕
資産や能力等すべてを活
用してもなお生活に困窮
する者
〔提供内容〕
生活扶助
医療扶助
住宅扶助
ほか

【H30年度】
・被保護者数　20,864人
・就労支援事業による就労者数
956人

・保護率（人口千対）は10年前
15.1‰であったが、平成31年3
月時点では21.4‰となってい
る。高齢化等の影響により医療
扶助、介護扶助が増大してお
り、決算額も平成29年度に初め
て350億円を突破した。

・ケースワーカーの配置状況は
平成31年4月時点で16名の不
足となっている。100を超える担
当世帯を持つなど個々のケー
スワーカ―の負担増が顕著で
ある。また訪問率の低下、誤認
定など運営体制にも課題が生
じている。

・正規職員の充足がない中で、
平成31年度は非常勤職員を３
区に、また病状調査を行うため
の職員を4区に配置し、正規職
員が被保護者の支援に専念で
きるように業務効率化事業を実
施中である。効果検証を行った
上で、全区に事業展開を行う必
要がある。

・無料低額宿泊所については、
社会福祉法の改正により、適正
な運営を確保するための条例
制定が必要とされている。

・不正受給額及び滞納額は、増
加傾向にある。今後も効果的な
防止対策を講じる必要がある。

保護課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額36,207百万円
（うち一般財源　9,057百万
円)
【主なもの】
生活保護費 35,400百万円
就労支援事業委託料 142
百万円

36,028
歳出決算額36,278百万円
（うち一般財源9,231百万
円）

生活保護法により県・市・福祉事務所設置町村で実
施
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2-3-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員3.01人
（正規2.96人、
非常勤0.05人）

27 223 ⑧ その他
民生委員制度の周知・啓発に
努めるとともに、民生委員協
力員の配置を推進する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.10人
（正規1.10人）

9 459 ⑤ 連携・協働

多様化・深刻化する生活課題
の解決に向けて、市内の社会
福祉法人をはじめとする他機
関と地域の福祉課題・生活課
題を共有し、協働して解決に
あたっていく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域福祉の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

3 民生委員活動

民生委員・児童委員の活
動を支援することにより、
市民の福祉の増進に寄
与する。

〔対象者〕全市民
〔提供内容〕
・民生委員・児童委員が、
地域の高齢者福祉、障害
者福祉、児童福祉、生活
保護等に関する住民の相
談相手として、地域の見
守りや福祉行政への橋渡
しなど、様々な活動を行
う。
・民生委員・児童委員の
資質向上のための研修を
実施する。
・千葉市民生委員児童委
員協議会が行う調査研究
活動、普及・啓発活動等
に対して助成する。
・民生委員・児童委員の
活動を補佐する「民生委
員協力員」を配置する。

【現員数（H30年度末）】

民生委員・児童委員　1,456人
民生委員協力員           126人

【民生委員活動件数（H30年
度）】

相談・支援活動　  33,031件
その他の活動　  308,365件
訪問・連絡活動　304,047件
連絡調整回数　 138,492回
活動日数　 延べ202,186日

少子・超高齢化や核家族化が
進展する中で、地域の見守りや
福祉行政への橋渡しを担う民
生委員・児童委員の重要性が
増す中で、その負担が増加して
おり、なり手が不足する問題が
顕在化している。

委員定数に占めるH30年度末
の充足率：96.9％

地域福祉課
こども家庭支援
課
各区高齢障害
支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額196百万円
（うち一般財源196百万円)
【主なもの】
民生委員活動費 174百万
円

196
歳出決算額187百万円
（うち一般財源187百万円）民生委員法に基づき、すべての地方公共団体で実

施

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

4
社会福祉法人千葉市社会
福祉協議会運営費補助金

社会福祉法人千葉市社
会福祉協議会の運営基
盤の安定を図り、本市の
地域福祉の推進に資す
る。

〔対象者〕
社会福祉法人
千葉市社会福祉協議会
〔提供内容〕
人件費・運営管理費の
10/10（他収入を除く）

【補助対象】
・役員　　     2人
・職員　     49人
・嘱託職員　9人
・運営管理費

近年、地域の問題が複雑・多様
化する中で、地域福祉の中心
的担い手である千葉市社会福
祉協議会に求められる役割が
増大していることから、千葉市
社会福祉協議会の経営改善・
基盤強化が必要である。

地域福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額450百万円
（うち一般財源432百万円)
【主なもの】
社会福祉協議会運営補助
金　450百万円

450
歳出決算額442百万円
（うち一般財源424百万円）

全政令市で実施
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ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

7 373 ⑧ その他
次期指定管理の手続きを進め
る。

モ
ノ

千葉市ハーモニープラザ 169
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

7 58 ⑧ その他
福祉ニーズの高度化に対応し
た研修体系の見直し及び自主
事業の実施の支援を行う。

モ
ノ

千葉市社会福祉研修セン
ター

－
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況
カ
ネ

歳出予算額197百万円
（うち一般財源191百万円)
指定管理委託料　196百万
円

197
歳出決算額197百万円
（うち一般財源191百万円）

政令市での実施なし

5
ハーモニープラザ管理運
営

男女共同参画センター、
障害者福祉センター、社
会福祉研修センターなど
の複合施設『ハーモニー
プラザ』を、安全で快適に
施設利用できるようにす
ることにより、社会福祉の
増進、男女共同参画社会
の形成促進を図る。

〔対象者〕
対象施設利用者
〔提供内容〕
・各種設備、機器類の管
理・定期点検・修繕
・館内施設間の連絡・調
整、会議開催
・外部関係機関との連携・
調整
・施設利用に関する周知
啓発
・各種イベント開催

H30年度利用実績（来場者数）
159,731人
※　下記施設の合計
    ・障害者相談センター
　　・障害者福祉センター
　　・ことぶき大学校
　　・社会福祉研修センター
　　・男女共同参画センター
  　・ボランティアセンター
　　・心配ごと相談所

施設で実施する事業や施設全
体のあり方を平成32年度より変
更することから、次期指定管理
に向け、市民への周知等適切
に対応していくことが必要であ
る。

地域福祉課

6 社会福祉研修

社会福祉法第２１条に基
づき、行政職員及び市内
社会福祉事業従事者の
資質向上を目的に必要な
研修等を行う。

〔対象者〕
市内社会福祉事業従事者
及び行政職員、市民
〔提供内容〕
千葉市社会福祉研修センター
の運営等

H30年度利用実績（受講者数）
・社会福祉施設職員等向け
　→　33講座（99日間）、1,358人
・行政職員向け
　→　6講座（6日間）、200人
・市民向け
　→　1講座（28日間）、946人

超高齢社会の進行等に福祉
ニーズが増加・高度化・複雑化
していることから、社会福祉事
業に従事する人材の育成と資
質向上に資する研修をより効果
的に実施するため、他の団体
等が行う講習等で代替可能な
研修やニーズの低い研修の見
直しが必要である。

地域福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額51百万円
（うち一般財源51百万円)
【主なもの】
指定管理委託料　51百万円

51
歳出決算額53百万円
（うち一般財源53百万円）

全政令市で実施
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2-4-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.25人
（正規0.25人）

3 14 ⑧ その他

センターの増設・移転、現セン
ターの強化、アウトリーチ的な
業務の実施等、事業の目的達
成のために効果的な拡充方
法を検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 167 ② 課題抑制

利用者アンケートを実施する
など、利用者のニーズを把握
し、随時メニューの見直しを
行っていく。

モ
ノ

いきいきプラザ・センター
計15か所

59
＜参考＞

前年度決算額

施策 介護予防と生きがいづくりの促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

1
生涯現役応援センター運
営

高齢者の就労や地域活
動など多様な生きがいに
対応するため、相談窓口
の設置や一元的な情報
提供を行い、社会参加を
促す拠点として整備す
る。

〔対象者〕
市内在住の概ね60歳以
上の者
〔提供内容〕
・就労やボランティア活動
など各種相談対応及び情
報提供
・セミナー・講習会等の企
画・運営
・民間企業・NPO団体等と
のイベントの企画・運営
・高齢者に適した活動先
の開拓　など

【実績】
H30　相談件数　 ：506件
　　　マッチング数： 83件

【効果】
高齢者の社会参加促進により、
生きがいの向上を目指すととも
に、社会を支える存在として活
躍できるよう支援している。

元気な高齢者の社会参加機会
の確保、生きがいの充実を図る
ために有効である。
一方、利用者数が伸び悩んで
いるため、利用者増に向けた取
り組みを進める必要がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額11百万円
（うち一般財源5百万円)
【主なもの】
委託料 11百万

11
歳出決算額11百万円
（うち一般財源5百万円）政令市では、横浜市、岡山市が設置

県内では、柏市が設置

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

2 生きがい活動支援通所

利用者本人がいつまでも
心身ともに健康で、いきい
きと自立した生活を送れ
るようにする。

〔対象者〕
在宅の６５歳以上の市民
（「要介護」「要支援」認定
者を除く）
〔提供内容〕
日常動作訓練（簡単な体
操や運動）
教養講座
趣味活動
ほか

【実績】
H30延利用者数
45,649人

【効果】
「要介護」「要支援」状態に陥る
ことを予防することで、介護保
険サービスの利用が抑制され、
介護保険料の負担軽減につな
がる。

利用者の満足度は高いが、新
規利用者の割合は低調であり、
今後利用者の確保及び、利用
者数の増加を図っていく必要が
ある。
また、高齢者人口が増加する
中で、真に必要な介護予防事
業のメニューについて検討する
必要がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額107百万円
（うち一般財源107百万円)
【主なもの】
委託料 107百万円
（指定管理者制度）

107
歳出決算額103百万円
（うち一般財源103百万円）

政令市5市で実施
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ヒ
ト

職員3.95人
（正規1.85人、
　非常勤2.10人）

18 88 ⑧ その他

申請者、受付者双方の負担軽
減を図るため、申請、報告書
類の簡素化や補助内容の見
直しなどの検討を進める。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.30人
（正規0.30人）

3 102 ⑧ その他

本市が抱える課題である、介
護や保育などの人材不足解
消や空き家の管理業務など
に、積極的に取組むよう支援
していく。

モ
ノ

シルバー人材センター 2
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額74百万円
（うち一般財源74百万円)
【主なもの】
補助金 70百万円

70
歳出決算額66百万円
（うち一般財源66百万円）

政令市9市で実施

3 敬老会助成

敬老会の開催を通じ、高
齢者の外出促進、世代間
交流や地域コミュニティの
活性化を図る。

〔対象者〕
敬老会を開催する団体
〔提供内容〕
満75歳以上の市民を対
象に開催した敬老会経費
の3/4を補助
（上限：一人あたり3千円）

【実績】
敬老会参加者数：26,780人
（H29年度）

【効果】
高齢者の外出促進、地域コミュ
ニティの活性化に資している。

参加者数は増加しており、高齢
者の外出促進や地域コミュニ
ティの活性化に有効である。
今後、高齢者人口が増加する
中で、事業の継続に向け、補助
内容の見直しを検討する必要
がある。

高齢福祉課

4
シルバー人材センター運
営補助

高齢者が生きがいをもっ
て充実した生活を送れる
よう、就業機会を確保し、
提供する。

〔対象者〕
外郭団体
〔提供内容〕
人件費・施設管理運営経
費・事業に要する経費の
10/10

【実績】
会員数：2,252人（H30年度末）
受注件数：12,109件
契約金額：10.1億円

【効果】
高齢者の豊かな経験と能力を
生かした働く環境づくりを行って
いる。

高齢者人口が増加する中で、
元気な高齢者の就業機会の確
保、生きがいの充実、健康と福
祉の増進を図るために有効で
ある。
会員数が減少しているため、社
会的要請に対応する事業を開
拓・創出するなど、センターの活
性化を図る必要がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額97百万円
（うち一般財源97百万円)
補助金　97百万円

97
歳出決算額95百万円
（うち一般財源95百万円）政令市20市で実施

（全政令市で実施）
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2-4-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.95人
（正規0.95人）

7 605 ⑦ 資産活用

介護予防・認知症予防に一層
取り組むとともに、地域で活躍
するボランティアの育成など新
たな取り組みを検討していく。

モ
ノ

いきいきプラザ・センター
計15か所

59
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 介護予防と生きがいづくりの促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額539百万円
（うち一般財源520百万円)
【主なもの】
指定管理等委託料 524百
万円

539
歳出決算額529百万円
(うち一般財源509百万円）

神戸市以外は、老人福祉センターを設置

5
老人福祉センター管理運
営

いきいきプラザ・センター
での各種相談や健康増
進事業、レクリエーション
活動を通じ、高齢者の生
きがいや健康を増進して
もらう。

〔対象者〕　60歳以上の高
齢者
〔提供内容〕
開館時間　午前9時から
午後5時15分まで
休館日　　年末年始（12
月29日から1月3日まで）
使用料　　無料（市外居
住者は100円）
入浴料　　100円（市外居
住者は200円）

【実績】
H30年間利用者数
　プラザ　 ：455,904人
　センター：189,130人

【効果】
高齢者の健康増進や生きがい
ある生活が送れるよう支援して
いる。

年間60万人以上の高齢者が利
用し、健康増進や生きがいのあ
る生活が送れるための役割を
担っているが、公共施設の統廃
合が進められる中、今後のあり
方について検討が必要となって
いる。

高齢福祉課
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2-4-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.30人
（正規1.30人）

11 70 ⑧ その他

整備の進まない日常生活圏
域等において、建設費等補助
を行うと共に、制度の説明や
運営上の情報提供等行うこと
で参入を促す。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

ケアマネージャー、利用者に
対して、サービスの必要性効
果等を周知することで、利用
促進を図る。

ヒ
ト

職員1.0
（正規1.0人）

8 113 ⑧ その他
対象者の要件などについて見
直しを図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.54人
（正規2.54人）

20 252 ⑧ その他
　地域支援事業から除外され
ることが想定されることから、
事業の在り方について検討す
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 地域生活支援の充実（高齢者）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額105百万円
（うち一般財源105百万円)
【主なもの】
委託料 105百万円

105
歳出決算額100百万円
（うち一般財源100百万円)全政令市で実施

2 緊急通報システム

安否の確認や健康などの
各種相談を行い、緊急時
に対応する。

〔対象者〕　60歳以上のひ
とり暮らし高齢者等
〔提供内容〕
簡単な操作で、民間受信
センターに通報のできる
緊急通報装置を高齢者
の自宅へ設置し、急病等
の緊急時に対応するとと
もに、定期的な安否確認
や健康相談を行う。

（平成30年度）
利用者数　3,784人

高齢者人口の増加に伴い、利
用者が増加傾向であり、事業を
継続するためには、歳出を抑制
する方策を検討する必要があ
る。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額59百万円
（うち一般財源0百万円)
【主なもの】
補助金59百万円

59
歳出決算額49百万円
（うち一般財源0百万円)

全政令市で実施

1
社会福祉施設整備助成
（小規模多機能施設・定期
巡回サービス）

小規模多機能型居宅介
護事業所や定期巡回・随
時対応サービス事業所な
どの整備の促進を図る。

〔対象者〕
市内に地域密着型サービ
スを整備する法人
〔提供内容〕
小規模多機能型居宅介
護事業費の建設費助成
32,000千円　他
ほか

H30年度末現在（事業所数）

　小規模多機能型居宅介護
　28カ所（看多機含む）

　定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護　14カ所

地域包括ケアシステムの構築
に際して、24時間365日のサー
ビス提供が可能な、本サービス
事業所の参入が必要である。

人員配置や利用者を確保がで
きないないことによる採算性が
障壁となり、参入が進まないた
め、参入コスト及び初期運営コ
ストの低減を図るため、建設費
等補助を行い、参入を促す必要
がある

介護保険事業
課

3 おむつ給付等

高齢者の介護を社会全
体で支え、できる限り住み
慣れた地域で安心して生
活ができるようにする。

〔対象者〕
　「要介護」認定者で常時
失禁状態にある者
〔提供内容〕
＜おむつ給付等の基準
額＞
要介護１～３
　4,000円
要介護４・５
　8,000円
＜利用者負担＞
　購入費用の１割
　（上限：基準額の１割）

（平成30年度）
利用者人数　延　51,742人

今後、地域支援事業から除外さ
れることが想定されることから、
事業の在り方について、さらな
る検討が必要となる見込み。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額232百万円
（うち一般財源45百万円)
【主なもの】
扶助費 232百万円

232
歳出決算額223百万円
（うち一般財源43百万円)

政令市１８市で実施
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2-4-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.32人
（正規1.32人）

10 334

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.60人
（正規0.60人）

5 609

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.35人
（正規0.35人）

3 63

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（高齢者）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額324百万円
（うち一般財源228百万円)

324
歳出決算額315百万円
（うち一般財源240万円）老人福祉法により全政令市で実施

4 老人福祉施設措置費

家庭や経済的な理由で、
居宅生活ができない方の
入所費用を所得に応じた
額とするとともに、養護老
人ホームの安定経営を図
るために、運営費を補助
する。

〔対象者〕
養護老人ホームを設置経
営する法人
〔提供内容〕
措置入所者の介護サー
ビス利用料への補助

（平成30年度）
延　1,626人

老人福祉法に基づいて実施し
ている事業であり、費用の算定
にあたっては、国の技術的助言
に基づいて算定している。

高齢福祉課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額604百万円
（うち一般財源604百万円)
【主なもの】
補助金 604百万円

604
歳出決算額   582百万円
（うち一般財源   582百万
円）全政令市で実施

5
軽費老人ホームサービス
提供費補助

日常生活の自立が不安
で、家族の援助を十分に
受られない方の入居費用
を所得に応じた額とする
とともに、軽費老人ホーム
の安定経営を図るため運
営費を補助する。

〔対象者〕
軽費老人ホームを設置経
営する法人
〔提供内容〕
運営に要したサービス提
供費支出額と、国が定め
た所得階層ごとのサービ
ス提供費本人徴収額との
差額の10/10 H30年度末　18施設

利用者人数（延べ）　9,303人

国の施設運営基準を引き継ぎ、
所得階層に応じた自己負担額
を軽減することにより、低所得
の高齢者の住まいのセーフ
ティーネットを担っている。
財源が一般財源化されており、
補助前提の施設運営であり、施
設存続のために今後も当該補
助に必要性がある。

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額60百万円
（うち一般財源60百万円)
【主なもの】
補助金 60百万円

60
歳出決算額  57百万円
（うち一般財源  57百万円）

県及び中核市で実施

6
民間社会福祉施設職員設
置助成

職員の雇用経費を補助す
ることにより、職員確保に
よる負担軽減や、入居者
にきめ細やかな対応を図
る等、質量両面でのケア
の向上が確保される。

〔対象者〕
養護老人ホーム及び経費
老人ホームを経営する民
間社会福祉法人
〔提供内容〕
国が定める職員配置基
準を超えて配置された職
員雇用経費：2,600千円/
人

H30年度末　　15施設、24人

介護保険適用外施設にて、千
葉県及び県内中核市において
も同様の補助事業を実施してい
る。
地域間格差が生じないように千
葉県等の動向を注視していく必
要性がある。
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2-4-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員152.1人
（正規67.8人、
非常勤84.3人）

801 71,653 ⑤ 連携・協働

総合事業について、サービス
の充実を図るとともに、結果と
しての費用の抑制につなげ
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

急増している要介護認定申請
者に対し、円滑に認定作業を
実施する。

ヒ
ト

職員1.25人
（正規1.25人）

11 805 ⑧ その他

整備方法の見直し（既存施設
の増床・ショートステイからの
転換）
公募条件の見直し（定員の固
定化の撤廃等）

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 介護保険サービスの充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額71,092百万円
（うち一般財源11,092百万
円)
【主なもの】
介護サービス給付費
61,007百万円
介護予防サービス給付費
1,462百万円

70,852
歳出決算額67,310百万円
（うち一般財源9,531百万
円）

⑤ 連携・協働
介護人材の不足解消に向け
て、必要な対策を実施してい
く。介護保険法により全自治体で実施

1 介護サービス給付費等

高齢者の介護を社会全
体で支え、保健・医療・福
祉サービスを総合的・効
果的に受けられるように
する。

〔対象者〕
要介護等被保険者
〔提供内容〕
訪問介護（ヘルパー）等
のサービスを受けた際
に、かかった費用の原則
として９割を保険給付する
（本人は１割を負担）。

被保険者数：250,804人
要介護認定者数：42,588人
サービス利用者数：41,455人
（H31.3.31現在）
保険料徴収率：99.2％
（H30年度）

【効果】
要介護状態等となった者に対
し、有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよ
う、必要なサービスに係る保険
給付を行い、市民の福祉の増
進を図ることができた。

要介護者等が自立した日常生
活を営むのに必要な訪問介護
等のサービスに係る保険給付
を行っており、制度の実施は有
効かつ必要である。
一方、急速な高齢化の進展に
伴い、要介護認定者やサービ
ス利用者が増加しており、要介
護認定申請に対応するための
介護認定調査員の確保や認定
までに要する日数の長期化、介
護サービス給付費の増加が課
題である。
また、介護人材の確保も喫緊
の課題であり、団塊の世代がす
べて７５歳以上を迎える平成３７
年には、介護職員が約４，５００
人不足すると見込まれている。

介護保険管理
課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額794百万円
（うち一般財源4百万円)
【主なもの】
補助金794百万円

794
歳出決算額　396百万円
（うち一般財源　2百万円）

大半の政令市で実施（１７市／２０市）

2
特別養護老人ホーム整備
費助成

特別養護老人ホームの
整備の促進を図る。

〔対象者〕
市内に特別養護老人
ホームを整備する社会福
祉法人等
〔提供内容〕特別養護老
人ホームの建設費等の
助成：3,702千円/床
ショートステイ：1,762千円
/床

広域型特別養護老人ホーム
2施設選定　（160床）
H30年度末床数　3,562床

　地域包括ケアシステムの構
築・進展による在宅サービスの
充実等だけでは、特別養護老
人ホームの待機者（1800人超）
の解消が困難であることから、
当面の間、整備を続ける必要
性がある。
　また、建設に多額の費用がか
かることから行政がその整備に
助成することで整備を促してい
く必要がある。

介護保険事業
課
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ヒ
ト

職員11.6人
（正規7.6人、非常勤4.0人）

77 1,023 ③ 整理統合

①【あんしんケアセンター運営
事業費の検討】

運営事業費（委託料）全体の
算定について、平成31年度ま
でに方向性を検討し、改善を
図る。

＜参考＞
前年度決算額

⑤ 連携・協働

②【あんしんケアセンター支援
体制の整備】

包括3職種の欠員を補充する
べく、適正な人員配置に努め
る。

モ
ノ

－ 0 ⑤ 連携・協働

③【センター間の活動平準化】

国の評価指標及び独自の評
価指標による評価を行うととも
に、各区の支援体制の整備を
行い、支援担当職員との協働
による、あんしんケアセンター
間の総合調整や技術支援、関
係各所との連携により、提供
サービスおよび職員の資質平
準化を図る。

地域包括ケア推
進課

歳出決算額914百万円
（うち一般財源170百万円)

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額950百万円
（うち一般財源177百万円)
【主なもの】
あんしんケアセンター委託
料 922百万円

946 ⑤ 連携・協働

④【地域づくりの促進】
　自立支援に資するケアマネ
ジメントの支援のため、介護
予防プラン担当者が、多職種
から専門的な助言を得られる
体制を構築するとともに、事例
を通して地域課題を抽出す
る。
　地域課題の解決に向けて
は、随時、地域住民と会議を
開催し、地域づくりを通して解
決を図る。

すべての政令市で設置（介護保険法第115条の46）

3 地域包括支援センター

地域住民の心身の健康
の保持及び生活の安定
のために必要な援助を行
うことにより、地域住民の
保健医療の向上及び福
祉の増進を包括的に支援
する。

〔対象者〕
65歳以上の高齢者および
その家族等
〔提供内容〕
地域に地域包括支援セン
ターを設置。概ね高齢者
3000～6000人に包括３職
種各1名を配置し、以下の
業務等を行う。
①包括的支援事業（総合
相談、権利擁護、包括
的・継続的ケアマネジメン
ト支援、第1号介護予防支
援事業）
②一般介護予防事業（介
護予防普及啓発、地域介
護予防活動支援）

・あんしんケアセンター：30か所
※出張所2か所を含む

【平成30年度実績】
・総合相談延人数　41,248人
・総合相談延件数　62,890件
・地域ケア会議を定期開催し、
地域課題の共有、ネットワーク
の構築を図った。
・地域ケア会議開催回数
（内訳）個別課題の解決 116回
　　地域づくり・課題発見 150回
　　　　　　　　　　　 合計　266回
・資質向上・平準化・関係機関と
の連携を図る為、会議・研修を
実施。
     　　　　　会議開催数　 55回
　　 　　　　　研修開催数  　3回

【あんしんケアセンター支援体
制の整備】
各保健福祉センターに、支援担
当職員を配置し、あんしんケア
センターの統括、総合調整、後
方支援等を実施した。

【平成30年度実績】
・相談受付件数　　 1,930件
・関係課連携件数　　399件

①【あんしんケアセンター運営
事業費の検討】
・センターの家賃支払額に上限
を一律で設けており、上限を超
える額について、受託法人に負
担がかかっている。

②【あんしんケアセンター支援
体制整備】
・平成30年度から、全区で支援
体制整備を進めているが、包括
3職種の配置について、欠員が
生じており、十分な支援を行うこ
とができていない。

③【センター間の活動平準化】
総合相談支援におけるチーム
アプローチや地域ケア会議開
催状況などにおいて、センター
間での活動に差が生じている。

④【地域づくりの促進】
・地域づくりの促進を図るため、
地域ケア会議の更なる充実が
必要である。
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2-5-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.45人
（正規0.45人） 5 83 ③ 整理統合

障害者相談支援事業に加え、
特定相談事業や、地域生活支
援拠点における相談などの役
割・位置づけについて整理を
行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

従業者の能力向上に向けた
取り組みを検討する。

ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 722 ② 課題抑制
医師や相談員を増員して、診
察までの待機期間の短縮を図
る

モ
ノ

療育センター 36
＜参考＞

前年度決算額

施策 療育体制と相談支援の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額78百万円
（うち一般財源60百万円)
【主なもの】
委託料 77百万円

78
歳出決算額78百万円
（うち一般財源67百万円）

障害者相談支援事業について障害者総合支援法に
より全自治体で実施。国要綱により相談業務の内容
は定められているが、自治体により業務を付加して
実施している自治体もある。

1 障害者相談支援

障害児・者の地域におけ
る日常生活や社会生活
の向上を図る。

〔対象者〕
障害者（児）
〔提供内容〕
市内7か所で、障害者等
からの相談に応じ、必要
な支援を行うとともに、権
利擁護のための必要な援
助を行う。

※平成30年度実績
①障害者相談支援事業
・相談件数24,978件
②知的障害者生活支援事業
・支援回数3,270件

・身近で、専門的な相談にのっ
てくれる場所を求める声が大き
い
・障害の種別や目的などによっ
て細分化されている現在の相
談体制が利用者にとって分かり
づらいため、ワンストップでさま
ざまなニーズに対応できる相談
体制が求められている。
・委託業者が実施している障害
者相談支援事業と特定相談支
援事業との両立に課題がある。
・より一層のサービスの質の向
上のため、公募制度の導入の
要望があがっている。

障害福祉サービ
ス課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額683百万円
（うち一般財源476百万円)

683
歳出決算額639百万円
（うち一般財源464百万円）

政令市10市で実施

2 療育センター管理運営

障害の相談、判定、療育
等を実施することにより、
安心した日常生活を送れ
るようにするとともに、介
護の負担を軽減する。
また、訓練やスポーツ等
を通して社会参加の促進
を図る。

〔対象者〕
障害児、障害児の家族
〔提供内容〕
療育相談所
医療型児童発達支援セン
ター
福祉型児童発達支援セン
ター
就労移行支援・就労継続
支援Ｂ型事業等
身体障害者福祉センター
指定特定相談支援事業
所

平成30年度利用者数等
やまびこルーム
・福祉型児童発達支援
                        　  2,892人
すぎのこルーム
・医療型児童発達支援
                        　  1,447人
・日中一時支援 　　　     8人
・児童発達支援  　　 2,207人
いずみの家
・就労移行支援　　　   295人
・就労継続支援B型　6,981人
・日中一時支援　　　　  36人
ふれあいの家
・身体障害者福祉センターB型
　　　　　　　　　　      2,421人
ばれっと
・相談支援　　　　    2,313件

療育相談所における待機期間
（現在、２カ月待ち）の改善のた
めには、医師の増員は不可欠
であるが、発達障害を診断出来
る医師は、少なく、医師の増員
は困難な状況である。

障害福祉サービ
ス課
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員18.62人
（正規13.82人、
非常勤4.8人）

117 14,341 ⑧ その他
従業者の能力向上に向けた
取り組みを検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働 事業参入を促す

ヒ
ト

職員6.6人
（正規5.5人、
非常勤1.10人）

45 3,318 ⑧ その他
　実地指導の方法について、
効率的な実施方法を検討す
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3,273百万円
（うち一般財源832百万円)
【主なもの】
扶助費3,273百万円

3,273
歳出決算額2,666百万円
（うち一般財源596百万円）

児童福祉法により全自治体で実施

2 障害児支援給付等

障害児の生活を支援する
とともに、その経済的負
担の軽減を図る。

〔対象者〕
障害児
〔提供内容〕
障害児の通所・入所・相
談支援にかかる費用を市
が負担する。

平成30度支給実績（支給決定
者数）
・計画相談支援
 3,071件
・障害児入所支援
 21件
・児童発達支援
 1,212件
・放課後等デイサービス
 1,638件

　計画相談事業所の参入は進
まないが、発達障害児の増加
は著しく、それに伴い、通所事
業所や利用者も増加しており、
財政負担は年々増加している。
　また、事業所が増えることによ
り、事業所の実地指導件数も増
加しており、職員の負担は増し
ている。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額14,224百万円
（うち一般財源3,556百万円)
【主なもの】
扶助費 14,224百万円

14,224
歳出決算額13,684百万円
（うち一般財源3,801百万
円）障害者総合支援法により全自治体で実施

1 障害者介護給付等

障害者の生活を支援する
とともに、その経済的負
担の軽減を図る。

〔対象者〕
障害者（児）
〔提供内容〕
障害者が地域での生活
に必要となる各種支援や
入所・通所・相談支援に
かかる費用を市が負担す
る。

実利用者数
H26年度9,298人
H27年度10,622人
H28年度11,426人
H29年度12,254人

・居宅介護事業所は増えている
状況であるが、障害特性（知
的・精神）により実際に利用でき
ない者もいる。
・利用者数の増加、高齢化、重
度化により事業費が毎年度増
加している。
・利用計画を立てる特定相談支
援事業所が不足しており、サー
ビスが利用しにくい状況となっ
ている。
・事業所や利用者数、事業費が
増加しているほか、法改正など
により制度は複雑化しており、
職員の事務負担が増加してい
る。

障害福祉サービ
ス課
障害者自立支
援課
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ヒ
ト

職員5.54人
（正規3.14人、
非常勤2.4人）

31 1,904 ② 課題抑制

平成３１年７月から、レセプト
点検システムを導入。給付の
適正化を図ることで歳出の増
を抑制する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.06人
（正規2.06人）

14 1,495 ② 課題抑制

平成３１年７月から、レセプト
点検システムを導入。給付の
適正化を図ることで歳出の増
を抑制する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,880百万円
（うち一般財源950百万円)
【主なもの】
扶助費1,860百万円

1,873
歳出決算額1,839百万円
（うち一般財源941百万円）障害者総合支援法により全自治体で実施

3
自立支援医療（精神通院
医療）

精神障害者の通院医療
に係る負担を軽減するこ
とにより、継続的な医療を
確保し、地域における自
立を促進する。

〔対象者〕
精神障害者
〔提供内容〕
治療にかかる費用の一部
を市が負担する（本人負
担1割）

受給者数　 　　　　　　16,028人
利用件数　　　　　　　281,750件

【効果】
精神障害者の地域における自
立支援に寄与している。

精神障害者の継続的な医療の
確保及び地域における自立支
援に寄与しており、有効と考え
る。

受給者数及び利用件数の増に
伴い、扶助費が年々増額してい
る点が課題としてあげられる。

精神保健福祉
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,481百万円
（うち一般財源373百万円)
【主なもの】
扶助費 1,478百万円

1,481
歳出決算額1,461百万円
（うち一般財源389百万円）障害者総合支援法により全自治体で実施

4
自立支援医療
（更生医療）

障害者の生活を経済的に
支援する。

〔対象者〕
身体障害者（児）
〔提供内容〕
治療にかかる費用の一部
を市が負担する（本人負
担1割）

支給決定実人員数
　入院分　 268名
　外来分　 898名

【効果】
医療の給付等により、身体障害
者の障害を軽減し生活機能の
回復に役立っている。

受給者が増加しており、歳出も
年々増加し続けているため、レ
セプトの点検を行い給付の適正
化を図る必要がある。

障害者に対する医療費の助成
としては、本制度の他に本市独
自事業である心身障害者医療
費助成制度がある。
本来は、国制度である自立支
援医療を優先すべきであるが、
手続き等の簡便さから、心身障
害者医療費助成単独で利用す
るケースが散見される。
心身障害者医療費助成の歳出
の増加を抑えるためには、自立
支援医療の利用を積極的に勧
奨していく必要がある。
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員3.20人
（正規2.20人、
非常勤1.00人）

20 1,758

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員4.16人
（正規4.06人、
非常勤0.10人）

31 385 ⑧ その他
従業者の能力向上に向けた
取り組みを検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働 事業参入を促す

ヒ
ト

職員1.72人
（正規1.72人）

12 222

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,742百万円
（うち一般財源1,414百万円)
【主なもの】
扶助費 1,707百万円

1,738
歳出決算額1,736百万円
（うち一般財源1,372百万
円）全政令市で実施

5 心身障害者医療費助成

障害者の医療費にかかる
負担軽減を図るため、医
療費の自己負担額を助
成する。

〔対象者〕
【身体障害者】
身体障害者手帳１～２級
及び内部障害３級
【知的障害者】
療育手帳Aの１～Bの１
【精神障害者】
精神障害者保健福祉手
帳1級
〔提供内容〕
保険医療の範囲内の自
己負担額を助成

【医療費助成】
現物　延　331,658件
償還　延　  21,145件

【効果】
医療費の一部を助成すること
で、障害者（児）の健康の維持
に資するものである。

平成２７年１０月より現物給付に
移行する際に、一部負担金の
徴収と新たに６５歳以上で重度
なった方を対象外とする改正を
行ったことにより、扶助費の伸
びが鈍化しており、本制度改正
の効果が出てきていると評価し
ている。
今後もより多くの医療を必要と
する心身障害者の医療費を軽
減することは、心身障害者の健
康の維持と生活の安定のため
非常に有効な手段であり、本制
度を継続するとともに、制度の
持続可能性を高めるために、併
給できる国制度等の活用を積
極的に勧奨する必要がある。

障害者自立支
援課
各区高齢障害
支援課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額210百万円
（うち一般財源54百万円)
【主なもの】
扶助費 207百万円

210
歳出決算額166百万円
（うち一般財源67百万円）

障害者総合支援法により全自治体で実施

7 日常生活用具費支給等

障害児・者の日常生活や
社会生活の向上を図る。

〔対象者〕
身体・知的障害者（児）
精神障害者
〔提供内容〕
火災警報器などの用具費
を支給する（本人負担1
割）

支給件数　16,591件

在宅の障害者が日常生活を送
るうえで、欠かせない事業であ
り、今後も継続する必要があ
る。

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額354百万円
（うち一般財源91百万円)
【主なもの】
扶助費 354百万円

354
歳出決算額337百万円
（うち一般財源184百万円）

障害者総合支援法により全自治体で実施
ただし、支給基準等の決定については、自治体の裁
量が大きい。

6 地域生活支援給付

障害者の生活を支援する
とともに、その経済的負
担の軽減を図る。

〔対象者〕　障害者（児）
〔提供内容〕
移動支援・訪問入浴サー
ビス・日中一時支援の
サービス利用にかかる費
用を市が負担する。

実利用者数
H26年度1,390人
H27年度1,356人
H28年度1,345人
H29年度1,377人

・利用者高齢化、重度化により
事業費が毎年度増加している。

障害福祉サービ
ス課
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ヒ
ト

職員１.57人
（正規１.57人）

11 176

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額165百万円
（うち一般財源41百万円)
【主なもの】
扶助費 164百万円

165
歳出決算額175百万円
（うち一般財源７8百万円）

障害者総合支援法により全自治体で実施

8 補装具費支給

障害児・者の日常生活や
社会生活の向上を図る。

〔対象者〕　身体障害者
（児）〔提供内容〕
肢体不自由者の義手・義
足・装具などの補装具費
（購入・修理）を支給する
（本人負担1割）。 支給件数

　購入　876件
　修理　796件

在宅の障害者が日常生活を送
るうえで、欠かせない事業であ
り、今後も継続する必要があ
る。

障害者自立支
援課
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.50人
（正規0.50人）

3 154

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員6.87人
（正規3.19人、
非常勤3.68人）

37 93

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員4.93人
（正規3.93人、
非常勤１.00人）

29 896 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、事業のあり
方を検討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額80百万円
（うち一般財源30百万円)
【主なもの】
扶助費 70百万円

56
歳出決算額69百万円
（うち一般財源26百万円）

精神保健福祉法により全自治体で実施

10 措置入院医療費公費負担

措置入院患者の適正な
医療を確保し、症状の改
善と安定化を図る。

〔対象者〕
精神障害者の内、措置入
院患者
〔提供内容〕
措置入院に要する費用を
市が負担する。

措置入院患者数　　　　74人
公費負担件数　　　　　212件

【効果】
措置入院患者の症状の改善及
び安定化に寄与している。

措置入院患者の適正な医療の
確保、症状の改善と安定化が
図られており、有効と考える。

公費負担件数の増に伴い、扶
助費が年々増額している点が
課題としてあげられる。

精神保健福祉
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額151百万円
（うち一般財源26百万円)
【主なもの】
補助金（年金） 119百万円

151
歳出決算額143百万円
（うち一般財源26百万円）

全政令市で実施

9 心身障害者扶養共済

加入者が死亡・重度障害
者になった場合に、障害
者（児）の生活の安定の
ため、終身年金を支給す
る。

〔対象者〕
障害者（児）の保護者
〔提供内容〕
年金額　2万円/月/口

加入者数　296名
年金受給者数　235名

親亡き後の障害者の生活を支
える重要な事業であり、今後も
継続する必要があるが、年金
受給者が増加しているのに対
し、加入者が横ばいであること
が課題である。

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額868百万円
（うち一般財源736百万円)
【主なもの】
扶助費 862百万円

867
歳出決算額854百万円
（うち一般財源717百万円）国制度手当は、全自治体で実施

市独自手当は、１４政令市で実施

11 各種福祉手当

障害者・児の生活を支援
するため、障害に応じた
手当を支給する。

〔対象者〕
障害の程度に合致した本
人又は保護者
〔提供内容〕
【特別障害者手当】
26,940円/月
【市福祉手当】
者：5,000円/月
児:7,000円/月
　など

【特別障害者手当】
延6,846人
【特別児童扶養手当】
受給者数　1,346人
【市福祉手当】
障害者　延114,823人
障害児　　延11,482人
【効果】
重度の障害者に手当を支給す
ることによって、当該障害者の
福祉の増進に役立っている。

【課題】
事業費が年々増加している。

国の手当は重度の障害者・障
害児への経済的支援として継
続されており、受給資格のない
方への誤支給防止等適正化を
図る。なお、平成３０年１０月支
払分より市手当を見直したこと
により、扶助費の伸びの鈍化が
期待できる。

障害者自立支
援課
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ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 1,023 ② 課題抑制
医療的ケアが必要な障害児
（者）の受入れを行う

モ
ノ

桜木園
大宮学園

57
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 87 ② 課題抑制

障害者の創作的活動、スポー
ツ・レクリエーション活動の講
座について、新たな講座を開
設するなど、利用者アンケート
を基に充実を図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額963百万円
（うち一般財源293百万円)
【主なもの】
桜木園指定管理委託料670
百万円
大宮学園指定管理委託料
293百万円

963
歳出決算額934百万円
（うち一般財源311百万円）

【桜木園】
重度心身障害児施設は、政令市２市で実施（堺、北
九州）
【大宮学園】
心身障害児総合通園センターは、政令市１０市で実
施（療育センターと同様）

12 心身障害児施設管理運営

就学前の障害児に対して
適切な療育を実施すると
ともに、重度心身障害者
の通所・入所事業を実施
することにより、障害者及
びその家族の生活を支援
する。

〔対象者〕
障害児、障害児の家族
〔提供内容〕
障害児の入所・通所によ
り、適切な治療及び日常
生活の指導などのサービ
スを提供する。

平成30年度利用者数
桜木園
（入所）　　延人数　18,082人
・医療型障害児入所施設
1,059人
・療養介護　　　　　　　17,023人
・短期入所　1,266人
・生活介護　3,132人　　他
　
大宮学園
ひまわりルーム
・児童発達支援　7,695人
・日中一時支援　  0人　　他
たけのこルーム
・児童発達支援　3,777人
・日中一時支援　 0人　　他
外来診療　311人
訓練・評価　771人

人工呼吸器装着児（者）など、
医療的ケアが必要な児（者）の
受入れ要望が福祉団体から寄
せられているが、適切なサービ
スを提供するためには、医師や
看護師の増員が不可欠であ
る。
また、短期入所の受入れを開
始するにあたり、必要な人員や
施設の改修については、通所
の受入れを行っていく中で検証
する必要がある。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額84百万円
（うち一般財源84百万円) 84

歳出決算額76百万円
（うち一般財源76百万円）

政令市１５市で実施

13
障害者福祉センター管理
運営

文化・スポーツの講座の
開催や相談・訓練を実施
することにより、障害者の
生活不安を軽減し、社会
参加を促進する。

〔対象者〕　障害者
〔提供内容〕
障害に関する各種相談に
応じるとともに、機能訓練
や教養の向上、社会参加
及びスポーツ・レクリエー
ションなどのサービスを提
供する。

平成30年度障害者福祉講座
・創作的活動
利用者数　2,863人
・ｽﾎﾟ･ﾚｸ事業
利用者数　3,715人

障害者福祉講座については、
多様な意見があり、利用者アン
ケートを基に毎年度、内容の見
直しを行っている。

障害福祉サービ
ス課
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.20人
（正規0.20人）

2 192

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 101

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 246

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額100百万円
（うち一般財源100百万円)
【主なもの】
扶助費 100百万円

100
歳出決算額47百万円
（うち一般財源47百万円）

政令市６市で実施

15 強度行動障害加算

必要な経費の一部を助成
することで、強度行動障
害者の支援員を増やし、
設備を整えるなど、受け
入れ環境を作る。

〔対象者〕　施設管理者
〔提供内容〕
助成単価
知的障害者施設等 (生活
介護2,500円,入所等2,310
円/日/人）
障害児施設　6,700円/日
/人
指定短期入所事業所
4,720円/日/人

・施設6施設
　年間延利用者数 8,889人
・短期入所
　年間延利用者数   527人

特別な支援を要する強度行動
障害者の受入れにあたっては、
専門性の高い職員の配置や設
備面での整備等のため、事業
所への支援が必要であり、今後
も引き続き事業を実施する必要
がある。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額190百万円
（うち一般財源150百万円)
【主なもの】
補助金 110百万円
委託料 80百万円

190
歳出決算額183百万円
（うち一般財源157百万円）金額や執行方法にバラつきはあるが、多くの市町村

で実施

14
地域活動支援センター運
営補助

創作的活動や生産活動、
社会との交流等により、
障害者の日中活動をサ
ポートする。

〔対象者〕
障害者総合支援法に基
づく地域活動支援セン
ターを運営する法人
〔提供内容〕
１日あたりの実利用人数
に応じた補助基礎額を補
助

・Ⅰ型6事業所
　年間延利用者数 19,144人
・Ⅱ型・Ⅲ型13事業所
　年間延利用者数 31,605人

気軽に参加できる障害者の社
会参加の場として効果的な事
業であり、住み慣れた地域で生
活していくためにも、重要な事
業であり、運営体制の強化を図
るため、可能な場合には、障害
福祉サービスへの移行を促して
いく必要がある。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額245百万円
（うち一般財源125百万円)
【主なもの】
委託料 245百万円

245
歳出決算額240百万円
（うち一般財源121百万円）

児童福祉法により、全市で実施

16 心身障害児施設措置費

施設に措置入所している
障害児の生活を支援す
る。

〔対象者〕　障害児
〔提供内容〕
入所にかかる費用を市が
負担する。

平成３1年４月１日現在措置者
37人
・知的障害児施設
　１１施設　26人
・第二種自閉症児施設
　１施設　0人
・肢体不自由児施設
　２施設　２人
・重心児施設
　２施設　６人
・指定医療機関
　３施設　３人

措置決定は、児童相談所（こど
も未来局）で行い、費用の支払
いは障害福祉サービス課（保健
福祉局）で行っているが、システ
ム連携しているわけではなく、
手処理で行っている。また、重
度加算の認定は児童相談所で
行っており、結果通知を受け取
る必要がある。

障害福祉サービ
ス課
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ヒ
ト

職員0.52人
（正規0.52人）

4 138

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額134百万円
（うち一般財源82百万円)
【主なもの】
助成134百万円

134
歳出決算額110百万円
（うち一般財源63百万円)

千葉県内各市町村で実施

17
グループホーム等家賃助
成

障害者総合支援法の趣
旨に基づき、グループ
ホーム（指定共同生活援
助事業所）に入居してい
る者が、居室提供者に支
払う家賃の一部を助成す
ることにより、入居者の経
済的負担を軽減するとと
もに、その自立と社会参
加の促進に寄与すること
を目的とする。

〔対象者〕
生活保護受給者を除くグ
ループホーム入居者
〔提供内容〕
月額家賃の2分の1を助
成（上限月20,000円）
※国補助を受ける場合、
国補助額の残額の2分の
1（上限月20,000円）

平成３０年度
延利用件数　4,469人

グループホーム入居者の経済
的負担を軽減するとともに、そ
の自立と社会参加の促進に寄
与している。
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.72人
（正規0.72人）

6 86

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 72

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額80百万円
（うち一般財源80百万円)
【主なもの】
補助金80百万円

80
歳出決算額64百万円
（うち一般財源64百万円)

千葉県、県内中核市で実施

18
グループホーム等運営費
補助金

　障害者が地域で自立し
た生活を送るために必要
な住まいの場である共同
生活援助（グループホー
ム）の運営を援助し、経営
の安定を図り、もって入居
者の生活基盤の安定を
図る。

〔対象者〕
本市の支給決定を受けた
障害者が入居し、障害者
総合支援法上の指定を
受けているグループワー
クホーム及び精神共同作
業所を運営する団体
〔提供内容〕
　共同生活援助住居の定
員・入居者の障害支援区
分・世話人の人員配置に
より基づく補助基準額か
らグループホームの国の
報酬基準額との差額につ
いて補助する。

補助金交付74件

本市の助成額が、千葉県及び
県内中核市が行っている助成
額より大きく下回っていたことか
ら、県内水準に制度の拡充を行
い、千葉市民の利用者の入居
を促進する。

障害福祉サービ
ス課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額71百万円
（うち一般財源71百万円)
【主なもの】
補助金 71百万円

71
歳出決算額71百万円
（うち一般財源71百万円)

横浜市、福岡市で実施

19 社会福祉事業団管理運営

退職手当相当額の積立
不足を解消し、法人の健
全な運営を図る

〔対象者〕
社会福祉事業団
〔提供内容〕
事業団の運営に要する職
員に係るH17年度末にお
ける退職給与引当金の不
足分

退職給与積立金の不足金額
959,078,517円

Ｈ30年度までの補助金額
755,412,000円

今後、補助予定金額
140,644,000円

退職給与積立金の不足金額を
平成18年度からの15年間で補
助するものであり、平成32年度
で完了する。

障害福祉サービ
ス課
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2-5-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.33人
（正規0.73人、）

6 162 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、見直しを検
討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

福祉タクシー、自動車燃料費
助成、通所交通費助成等サー
ビスへのアクセス支援につい
て総合的に検討し、より必要
性の高い障害者福祉施策の
充実のため、見直しを検討

ヒ
ト

職員1.48人
（正規0.68人、
非常勤0.80人）

5 143 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、見直しを検
討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

福祉タクシー、自動車燃料費
助成、通所交通費助成等サー
ビスへのアクセス支援につい
て総合的に検討し、より必要
性の高い障害福祉施策の充
実のため、見直しを検討

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 就労支援と社会参加の促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額138百万円
（うち一般財源138百万円)
【主なもの】
扶助費 133百万円

138
歳出決算額137百万円
（うち一般財源137百万円)

８政令市が実施

2 自動車燃料費助成

重度の障害者等が日常
生活に使用する自動車の
燃料の購入に要する費用
の一部を助成することに
より、社会参加を促進す
る。

〔対象者〕
重度の障害者（児）及び
特定疾患等の重症患者
〔提供内容〕
助成額：500円/回（上限
年40回）

発行者数　7,119人

障害者の社会活動の範囲を広
めることに役立っているが、障
害者数の伸びより事業費が増
加しているため、平成２９年度よ
り所得制限を導入したので、今
後の推移を見守る必要がある。

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額156百万円
（うち一般財源156百万円)
【主なもの】
扶助費 150百万円

156
歳出決算額166百万円
（うち一般財源166百万円)

全政令市で実施

1 福祉タクシー助成

重度の障害者等がタク
シーを利用する場合に費
用の一部を助成すること
により、社会活動の範囲
を広める。

〔対象者〕
重度の障害者（児）及び
特定疾病等の重傷患者
〔提供内容〕
助成額：運賃の半額（上
限1,300円/回）（リフト付き
は上限5,500円/回）
年60枚交付（人工透析患
者は200枚まで）

発行実人数　5,688人

障害者の社会活動の範囲を広
めることに役立っているが、障
害者数の伸びより事業費が増
加しているため、平成２９年度よ
り所得制限を導入したので、今
後の推移を見守る必要がある。

障害者自立支
援課
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ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 88 ② 課題抑制
就労継続支援（Ｂ型）や地域
活動支援センターへの移行を
推進する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額87百万円
（うち一般財源87百万円)
【主なもの】
補助金87百万円

87
歳出決算額82百万円
（うち一般財源82百万円)

政令市5市で実施

3
民間福祉作業所等運営費
助成

在宅障害者の居場所を
確保し、軽作業や活動を
とおして集い、ふれあう場
として社会参加の促進及
び社会復帰につなげる。

〔対象者〕
ワークホーム及び精神共
同作業所を運営する団体
〔提供内容〕
指導員設置費・賃借料・
事業費の10/10（上限あ
り）

平成30年度
ワークホーム　　１5カ所
　　延利用者数　１，024人

精神共同作業者　　３カ所
　　延利用者数　　　587人

経営者の高齢化や、収入の大
半を市の補助金が占めるなど、
経営が不安定な事業所が多く、
法定サービス事業所への移行
を推進している。

障害福祉サービ
ス課
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4-2-5

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.35人
（正規0.35人）

3 593 ⑧ その他
火葬件数の増加に対応するた
め、稼働時間、日数の増加を
検討する。

モ
ノ

斎場 148
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員15.7人
（正規8.5人、
非常勤7.2人）

86 362 ⑧ その他 墓地需要への対応

モ
ノ

桜木霊園
平和公園

17
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 生活基盤の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

霊園管理運営

　園内の適正な管理によ
り良好な環境の維持を図
り、墓参者に快適に利用
してもらう。

〔対象者〕
墓地使用者又は使用を
希望する市民
〔提供内容〕
桜木霊園・平和公園の維
持管理
墓地利用者の募集・決定 【平成30年度墓地等供給】

一般墓地供給：161件
合葬墓供給：1,072件
納骨堂使用：780件

・平成30年4月より平和公園に
指定管理者制度を導入

霊園管理運営は、市民の墓地
需要に応えるために不可欠な
事業である。
高い墓地需要に対して、新規に
供給できる墓地が限られていお
り、平成31年度は桜木霊園にて
返還墓地の再供給を行う。
また、今後増加する墓地需要に
対応するため、拡張建設事業を
推進し、早期に供給を開始する
必要がある。

生活衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

【歳出予算額】442百万円
（うち一般財源300百万円）
【主なもの】
指定管理委託料 373百万
円
【歳入予算額】142百万円
【主なもの】
火葬施設使用料 72百万円
式場使用料 61百万円

442
歳出決算額 416百万円
（うち一般財源 254百万円）

全政令市で実施

1 斎場管理運営

　市民が死亡した際に必
要な火葬・葬儀を実施で
きるよう、葬儀式場、霊安
室、霊きゅう車及び葬儀
用祭壇その他斎場内の
施設を適切に管理運営す
る。

〔対象者〕
故人の遺族等
〔提供内容〕
斎場の維持管理

【平成30年度火葬件数】
火葬件数　　　：8,996件
式場利用件数：1,059件

【現状】斎場管理運営は、市民
が火葬・葬儀できる場を確保す
るために必要な事業である。指
定管理者の導入により、効率的
な運営が行われている。
【課題】超高齢化の進展により、
今後も火葬需要の増加が見込
まれる一方で、建設から14年が
経過し施設の老朽化・設備の故
障が発生するようになってお
り、計画的な施設修繕・設備改
修が必要である。

生活衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額274百万円
（うち一般財源0百万円)
【主なもの】
平和公園指定管理委託
156百万円
【歳入予算額】 347百万円
【主なもの】
墓地管理料 157百万円
墓地使用料 187百万円

259
歳出決算額338百万円
（うち一般財源 0百万円）

全政令市で実施

2

33 / 35 



ヒ
ト

職員2.0人
（正規2.0人）

16 86 ⑧ その他

市民の墓地需要の多様化を
踏まえ、小区画型墓地や樹木
葬墓地をはじめとした新形態
墓地の整備を推進する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

　高齢化社会及び核家族
化の進展などに伴う墓地
需要の増加に対応するた
め、墓地を拡張整備す
る。

〔対象者〕
墓地使用を希望する市民
〔提供内容〕
墓地（普通墓地、合葬式
樹木葬墓地）

【平成30年度】
Ａ地区墓地・雨水調整施設、付
替道路等修正基本設計

【現状】
Ａ地区の拡張建設事業は一時
凍結していたが、平成24年度に
再開し、平成30年度に基本設
計が完成した。
【課題】
高齢化・核家族化の進展や墓
地に対する市民のニーズの多
様化など、社会環境の変化を
踏まえた墓地供給が必要とな
る。

７政令市（仙台、川崎、さいたま、横浜、相模原、静
岡、名古屋）で実施
※拡張建設を実施した政令市

3 ● 平和公園拡張建設 生活衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額70百万円
（うち市債60百万円、一般
財源10百万円）
【主なもの】
Ａ地区墓地・雨水調整施設
実施設計 60百万円、Ａ地区
付替道路詳細設計等 10百
万円

70
歳出決算額 20百万円
（うち一般財源 20百万円）
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4-3-4

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.85人
（正規0.85人）

8 117

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

9-9-9

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員131.93人
（正規73.33人、
非常勤58.60人）

769 88,173 ⑧ その他
アクションプランに基づく財政
健全化の推進

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

アクションプランに基づく医療
費適正化の推進

衛生情報システム

保健医療・衛生情報シス
テムの安定稼動を図ると
ともに、迅速な窓口サー
ビスの提供を行う。

保健医療・衛生情報シス
テムの運用保守管理
（ハードウエア、アプリ
ケーションソフトウエア、
ネットワークの保守管理） 保健医療・衛生情報システム

利用者数：約400人
システムは安定的に稼働してお
り、効率的な事務運用と市民の
サービス向上に寄与している。

保健福祉総務
課

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 ＩＣＴを活かした利便性の向上

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

健康保険課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額 87,556百万円
（うち一般財源2,760百万円)
【主なもの】
保険給付費 61,324百万円
納付金 24,079百万円
特定健診・特定保健指導委
託料 754百万円

87,404
歳出決算額85,482百万円
（うち一般財源 2,603百万
円)

⑥ ＩＣＴ活用
特定健康診査及び健康診査
の「あなたにお知らせサービ
ス」の活用

国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法
律により、全自治体で実施

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

1 国民健康保険

医療機関を受診した場合
の保険給付や健康診査
等、市民が必要な医療保
険サービスを享受できる
ようにする。

〔対象者〕
国民健康保険被保険者
〔提供内容〕
・療養の給付
・特定健康診査・特定保
健指導
・保険料の賦課徴収
・資格の得喪処理等の実
施

被保険者数:年度平均204,559
人
療養給付:3,281,435件
特定健康診査等:59,302人
保険料徴収率:77.5％
 　現年分:91.5％
 　滞納繰越分:22.3％
（平成30年度）

国民健康保険制度により、加入
者が病気や怪我をした際に、安
心して医療を受けることができ
る。
退職者や無職者を含む、被用
者保険に加入していない方を対
象としているため、すべての国
民の安全・安心な暮らしを支え
る国民皆保険制度の最後の砦
としての役割を果たしている。
持続可能な医療保険制度を構
築するため、平成30年度に国
民健康保険事業の広域化が始
まり、それに併せて公費拡充が
実施されたこと等により、平成
30年度からは行政コスト、一般
財源ともに減額となり、収支不
足の一般会計繰入金も不要と
なった。
しかし、１人当たりの医療費は
医療の高度化などにより、今後
も増え続ける見込みであり、そ
れに併せ保険料も同様の傾向
となることから、それに係る一
般会計からの法定繰入も増え
ることとなる。市としては今後も
継続して歳入確保と歳出抑制
の取り組みが必要である。

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額109百万円
（うち一般財源109百万円)
【主なもの】
保守管理委託料88百万円

109
歳出決算額127百万円
（うち一般財源127百万円)

全政令市で実施

1
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